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1. はじめに1)
スペインがECに加入して早くも 9年目を迎えている。この間スペインは，
1986年のEC加盟や 1992年のスペインイヤー（オリンピックと万博）効果が作用し
て投資プームに湧き，未だ高い失業率などの問題点があるにしても，経済は大
いに成長したことが報じられている。ところで， ECに加入することによって
スペインにどのような影響が生じているか， EC域内化がいかに進行している
かといった分析は，すでにさまざまな形で行われている。しかしその内容は，
単純に域内貿易額やその割合の増加，成長の加速，生産・就業構造の変化等を
指摘するに留まっているものも少なくない。そこで本稿ではこれらを補完しさ
1)本稿は関西大学法学研究所における研究成果の一部である。本稿作成に当たり楠貞義
教授（本学経済学部）には，スペイン及びボルトガルに関する様々なことを教えて頂
いた。またフェルナンド・バレーラ氏（スペイン大使館）と戸門一衛氏（神田外語大
学）には， 1989年産業連関表をはじめとする貴重なデーク頂いた。記して感謝した, 
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らに掘り下げる意味からも，産業連関分析によって，生産や輸出入構造の変化
ばかりではなく，域内貿易の活性化がスペイン経済の生産や雇用に与える影響
について検討し， EC経済に組み込まれてゆくスペインの姿を，統計的に明ら
かにしたいと考えている。
ところでスペインのEC域内化の分析は，とりあえず1985年と1989年の産業
連関表を用いれば可能であるが，本稿ではさらに1975年と1980年の産業連関表
も利用することにする2)。 スペインにとって1970年代は，フランコ独裁が崩壊
し民主化に向かって動き出した時期である。石油ショックなどの経済危機や，
フランコ亡き後の複雑な政争やテロなどの政治危機を経つつも， 80年代の安定
的なゴンザレス社会労働党政権へと移行してゆく。その間絶えずスペインの目
標の一つであり続けたのがEC加盟であるS)。 しかしスペインとECはすでに
1970年に相互特恵関税協定を締結しており，経済的には70年代から徐々に関係
を深めていったと思われる。そこで80年代後半だけではなく， 70年代からの推
移もみるために， 1975年からの接続分析をおこなうことにする。
まず第2節で，国民経済計算をもとに通常指摘されているスペイン経済の生
産・就業構造の変化を，産業連関表から再確認する。次に第3節では， EC加
盟によって大きく変化した輸出入構造を，産業連関表と付帯表の輸入マトリク
スを用いて詳細に検討する。第4節では最終需要の誘発構造を分析し，生産や
雇用におけるEC域内への輸出の意義とその変化について考察する。最後に第
2)スペインの産業連関表は，輸出入に関しても城内と域外とを分離して記載するなど，
EC加盟前からEC統計局の方針に従って作成されており， 1975年表からほぼ5年毎
に利用可能である。標準表の内生44部門 (1985年以降は59部門）にほぼ対応可能であ
るが，本稿では就業者デークとの関連で内生25部門 (NACE-CLIO R25) に部門統
合して分析している。
3) EC加盟こそが国民の念願であり，それに反対する政治勢力はほとんど皆無であった
し，むしろ「EC加盟」というスローガンこそがさまざまな勢力のもとで各種政策を
可能にしたという。 EC加盟の真の意義は，経済的発展のみならず， このように政治
的安定をもたらした点にも求められねばならない。詳細は楠 (1994),戸門 (1994)等
の政治分析を参照されたい。
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5節では自給自足率について分析し，スペイン経済の問題点についてさらに理
解を深める。最終的には分析を通して，かつてアウタルキー経済であったスペ
インがECに加盟することによって，一層表面化することとなった問題も明ら
かとなるはずである。これは，第4次加盟ともいうべき90年代のオーストリア
や北欧諸国などのEC加盟を考える際にも，一つの論点となるであろう 4)0 
2. 生産・就業構造の変化
まず産業連関表によって，スペインの生産・就業構造の特徴と， 70年代半ば
から生じている変化を，他の諸国との比較を交えて確認しよう 5)。
表1は，スペインの1975年以降の生産構成の変化に関するものである。参考
までにEC3国や日本の生産構成も掲載している。かつては10彩を越えていた
農林水産業の構成比も， 他の主要先進国と同様に低下を続け， 1989年には5.5
彩となっている。しかし1985年当時のEC諸国や日本の構成比よりは高い数値
を示している。スペインの一つの特徴は，農林水産業，食料品・欽料，飲食・
宿泊といった食料に関係する産業の構成比が、他の国よりも高いことである。
食料品・飲料は1975年以降，明らかに構成比の低下傾向がみられるが， 1989年
にはそれでも7.4彩もあり他国よりも高い。飲食・宿泊業は逆に構成比が上昇
しており， 1989年には実に7.3%にも達し， 圧倒的に他の国を上回っている。
他の国と同様に経済のサービス化は顕著であり，飲食・宿泊以外の商業，金融
・保険，その他の営利サービス，非営利サービスなどで構成比を上昇させてい
る。商業から非営利サービスまでのサービス全体の構成比も， 1975年から10彩
4)すでに EFTA諸国のEC加盟の影響等については， 日本でも宮腰秀治 (1994)をは
じめいくつかの文献で検討されている。
5)イギリスの1985年表はEC統計局が作成しているが，営利と非営利のサービスの分割
が完全にはできないので， ここでは省略した。日本についてはEC統計局型に組み替
えたものを使用した。詳細は Yoshinaga(1994)を参照されたい。すでに1990年日
本産業連関表もEC型への組み替えが終わっているが，他のEC諸国が1985年デーク
しか利用できないため，それに合わせた。
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表1: スペインの生産構成の推移と国際比較 （単位： 9る）
生産額構成比 国際比較 (1985年）
産 業
1975年 19801P1985年 1989年 F.R.G. France Italy Japan 
1農林水産業 10. 1 7.0 6.4 5.5 2.0 4.8 4.2 2.6 
2エネルギー産業 5.9 7.1 7. 7 5.3 6.3 6.6 5.6 5.0 
3鉄鋼・非鉄金属 3.6 4.3 4.0 2.8 3.9 2.0 2.8 4. 2 
4非金属鉱業 2.1 2.3 1. 8 2.0 1. 5 1. 3 2. 1 1. 5 
5化 学 製 ロロ 4.0 2.9 3.3 2.8 5.0 3.5 4.0 3.4 
6金 属 製 品 2.9 2.7 2.1 2.1 3.0 2.9 3.0 2.4 
7一般機械 1. 4 1. 6 1. 3 1. 4 4.2 1. 9 3.4 3.6 
8事務・情報機器 0.3 0.3 0.6 0.6 1.1 1.0 0.8 1. 6 
9電気機械 2.1 1. 8 1. 7 1.8 3. 5 2.6 2.5 5.0 
10輸送機械 3.1 3.6 3.4 3.8 5. 0 4.0 2.5 5.0 
11食料品・飲料 8.9 8.5 8.5 7.4 5.7 6.3 5.4 5.5 
12繊維・衣料・皮革 4.9 3.5 3.2 2.6 2.0 2.5 6.0 2.1 
13製紙・ 紙製品 2.4 1. 7 1. 7 1. 7 2.8 2.3 1. 9 2.4 
14ゴム・プラスチィック 1. 4 1. 2 1. 2 1. 2 1. 5 1.1 1. 4 1. 6 
15他の製造業 2.3 1.8 1. 5 1. 5 1. 4 1. 3 2.4 2.0 
16建 設 9.1 8.4 6.7 8.6 5.3 6.5 6.7 8.2 
17卸売・小売・修理 9.5 9.8 9.8 10. 4 8.3 9.7 12.4 9.8 
18飲食・宿泊業 4.3 4.8 6.3 7.3 1. 7 2.2 3.3 2.8 
19内陸輸送業 3.1 2.5 2.6 2.5 1. 8 2.1 2.5 2.6 
20海上・航空輸送業 1. 3 1.0 1.0 0.8 0. 7 0.8 0.8 0.6 
21補助輸送業 0.5 0. 7 0. 7 0. 7 0.8 1.0 0.9 0.8 
22通 信 0.7 0.9 1.0 1.1 1. 3 1. 5 1.0 1.0 
23金融・保険 1. 2 4.0 4.2 5.2 3.9 4.2 3.5 3.5 
24他の営利サービス 8.2 10. 1 10. 7 1. 0 14.3 14. 5 1. 5 15.9 
25非営利サービス 6.7 7.6 8.8 10.0 13.0 13.3 9.4 6.9 
26合 計 100.0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 
以上上昇し， 1989年には48.9%でドイツやイタリアよりもむしろ高くなってい
る。製造業で構成比を高めているのは輸送機械である。 1989年には3.8%にま
で上昇しており， ドイツや日本を除けば他のEC諸国と比べてもさほど相違は
ない。一方，事務・情報機器も構成比は上昇してはいるものの， 1989年時点で
わずか0.6%で他の諸国よりも若干低くなっている。構成比が低下傾向を示し
ている製造業は，鉄鋼・非鉄金属，化学製品，金属製品，食料品，繊維・衣料
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表2: スペインの就業構成の推移と国際比較
（就業者数単位： 1000人，構成比：形）
就業者数 構 成 比 国際比較 (1985年）
,居- 業
1980年 1985年 1989年 1980年 1985年 1989年 F.R.G. France Italy Japan 
1農林水産業 2088 1828 1499 18. 2 16. 4 1. 9 5. 3 7. 5 1. 2 10. 9 
2エネルギー産業 149 160 162 1. 3 1. 4 1. 3 1. 9 1. 4 0. 9 0. 7 
3鉄鋼・ 非鉄金属 137 102 79 1. 2 0.9 0.6 1. 2 0.8 0.8 0.6 
4非金属鉱業 213 159 185 1. 9 1. 4 1. 5 1. 3 1.0 1. 5 1.0 
5化 邑子 製 品 146 143 150 1. 3 1. 3 1. 2 2.0 1. 4 1. 3 0.9 
6金 属 製 品 308 255 306 2. 7 2.3 2.4 3.4 2.6 2. 6 2.1 
7一，般機械 144 100 113 1. 3 0.9 0.9 3.9 1. 5 2.1 2.2 
8事務・情報機器 19 23 32 0.2 0.2 0.3 1. 1 0.5 0.5 1.0 
9電 気機械 168 150 172 1. 5 1. 3 1. 4 4.0 2. 1 1. 6 3.0 
10輸送機械 265 243 279 2.3 2.2 2.2 3.5 2.9 1. 7 1. 7 
1食料品・飲料 426 396 439 3. 7 3.6 3.5 3. 1 2.8 1. 7 3.0 
12繊維・衣料・皮革 476 434 417 4.2 3.9 3.3 2.4 2.5 5.4 3. 2 
13製紙・ 紙製品 138 119 163 1. 2 1.1 1. 3 2.0 1. 5 1.1 1. 7 
14ゴム・プラスチィック 103 83 89 0.9 0. 7 0.7 1. 4 0.9 0.8 1.1 
15他の製造業 263 249 297 2.3 2.2 2.4 1. 7 1. 4 2.2 1. 6 
16建 設 1020 776 1139 8.9 7.0 9.0 7.2 7. 1 7.4 9.6 
17卸売・小売・修理 1738 1640 1983 15.2 14. 7 15.7 14.5 14.4 16.9 19.0 
18飲食・宿泊業 519 638 801 4.5 5.7 6.3 3.3 3.0 4.0 6.0 
19内陸輸送業 486 458 466 4.2 4.1 3. 7 2.2 2.5 3.6 3.7 
20海上・航空輸送業 61 43 41 0.5 0.4 0.3 0.3 0.3 0.4 0.2 
21補助輸送業 76 70 74 0. 7 0.6 0.6 1.0 0.8 0.7 0.8 
22通 信 111 118 131 1.0 1. 1 1.0 1. 9 2.1 1. 3 0.9 
23金融・保険 290 289 278 2.5 2.6 2. 2 3.0 2.8 1. 7 3.2 
24他の営利サービス 719 791 1068 6. 3 7. 1 8.5 8.6 11.1 11.1 11.8 
25非営利サービス 1395 1875 2275 12.2 16.8 18.0 19. 7 24.9 17.6 10.1 
26合 叫1145411142 126381100. 0 100. 0 100. 0 100.0 100.0 100.0 100.0 
品等である。そのうち化学製品は明らかに他の諸国よりも構成比が低<'また
電気機械や一般機械なども 1975年当時から低い状況が続いている。建設業は
1985年まで構成比を低下させたが， 投資プームに沸いた80年代後半は 8.6;lるに
上昇しており， EC3国よりも高い日本をさらに上回っている。
次に表2は，産業連関表の付帯表を利用して，アクティビティベースで就業
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構造の変化をみたものである6)。全体としては生産構造とほぼ同様の経済のサ
ービス化傾向を看取しうるが，他国と同様にサービス化率はさらに高くなる。
商業から非営利サービスまでの就業者の割合は， 1989年には56.3%にも達し，
フランスの62.1%には及ばないものの， ドイツや日本よりは高い水準にある。
10年足らずの間に10彩近くも上昇している。この間にスペインでは，雇用が減
少から増加へと転じているが，雇用を吸収したのは商業，飲食・宿泊，その他
の営利サービス，非営利サービスといったサービス部門であった。特にスペイ
ンでは非営利部門の就業者数が大幅に上昇し， 構成比も 1980年の 12.2彩から
1989年には18%にも達している。フランスやドイツには及ばないものの，かな
り急激な変化であることは確かである。飲食・宿泊業も構成比を上昇させてい
るが，生産構成と同様に，他の諸国に比べてかなり高い数値である。商業も日
本やイクリアほどはないが， ドイツやフランスの割合を上回っている。その一
方製造業では，電気機械や輸送機械，化学製品などのように， 1985年以降増加
に転じていても吸収力は僅かであり，一般機械や非金属鉱業のように1980年の
水準に戻っていない産業もある。また鉄鋼・非鉄金属や繊維・衣料品のよう
に，就業者が大きく減少している産業も存在している。製造業の中で比較的就
業者が増大し，構成比も伸ばしているのは製紙・紙製品，その他の製造業ぐら
いである。国際比較で特徴的なのは，食料品・飲料の構成比が低下しつつも他
国よりも高いこと，逆に一般機械の構成比は低く 1%をも下回っていることな
どである。
3. 輸出入構造の変化
スペインの輸出入構造は，アウタルキー的農業国から工業化を推進するにし
たがって，近年特に大きく変化している。これは貿易統計を調ぺるだけでも簡
6)国勢調査結果とは特に農林水産業で大きく異なる点に注意されたい。なおスペインの
1975年就業者データは入手できなかったため，第4節の誘発効果も含め就業構造の分
析は1980年以降に限られる。
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単に確認できるが，産業連関表を用いることによってさらに深く掘り下げるこ
とが可能である。たとえば産業連関表からは，商品・財貨だけではなくサービ
ス貿易も同時に扱うことが可能であり，また輸入品が中間財として用いられて
いるのか，最終財として用いられているのかといった利用構造の検討も可能で
ある匁様々な角度から詳細に検討してみよう。
表 3は，サービスを含む輸出入全体に占める各産業の構成比を、域内外に分
けて計算したものである。これによってまず，貿易の中身が大きく変化してき
ていることがわかる。 EC域内への輸出では， 1975年には農林水産業が18.696 
と最も高い割合を占め，以下繊維・衣料品，海上・航空輸送，食料品といった
具合で， 軽工業製品や観光サービスなどの割合が高かった。その後除々にエ
業製品の割合も増え， 1989年には輸送機械が23%も占め，圧倒的に高くなって
いる。農林水産品は1975年当時よりは大きく低下しているが， 1989年において
も9.1%を占め， 2番目に高い構成比を示している。食料品や繊維製品，海上
•航空輸送などは割合を徐々に下げ， 3番目には化学製品が6.5%を占めるに
至っている。この域内への輸出に対して，域外への輸出に占める各産業の構成
比は大きく異なっている。 1975年も1989年も，海上・航空輸送業が全体の10%
強で最も高い割合を占めている。化学製品も1975年以来構成比を伸ばし， 1989
年には8.6%を占め第2位となっている。それに続くのは8.5;ilるの食料品である
が， 1980年以来構成比は下がっている。このように域外に対しては輸送機械が
圧倒的というわけでもなく，農林水産物も低い割合であり，域内に対する輸出
構成とは明らかに異なっている。
一方輸入についても，域内外ともに大きな変動がある。域内からの輸入につ
いては， 1975年当時は一般の機械類が20%を越えており，化学製品も1896を占
めそれに次ぐ割合だった。ところが輸送機械関連の輸入が大きく増え， 1989年
には19.1形で最も高い割合を示している。一般機械や化学製品も引き続き高い
7)貿易統計のみによる分析の場合は，たとえば一般機械はすべて資本財，輸送機械のう
ち自動車はすべて消費財といった扱いにしている場合が多い。
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構成比を示してはいるが，数値自体は低下している。域外については，原油を
主としたエネルギー産業の比率が1975年当時から高いが，原油価格の変動とと
もに構成比も上下している。それにつれて他の産業の構成比にも変動がある
が，事務・ 情報機器，電気機械，輸送機械には明らかに上昇傾向があり，他方
農林水産物には低下傾向がうかがえる。
輸出入総額に占める各産業の割合をみたので，今度は各産業の輸出額に占め
るEC域内ぺの輸出割合，輸入額に占めるEC域内からの輸入割合を調べてみ
よう。表4をみるとまず，サービスを含めた輸出は総額としては1975年以来一
貫して域内への割合が増加している。 1985年には域内と域外の割合がまだ約半
分ずつだったものが， 85年以降は特にEC域内への割合が増え， 89年には約65
％を占めるに至っている。域内への輸出割合が特に高くなったのは輸送機械で
ある。 1975年には32.79, るに過ぎなかったものが， 1989年には84.2%にもなって
いる。製紙・紙製品も31.3%から倍以上の6.396になっている。電気機械，一
般機械，化学製品なども域内向けの割合が増え， 50%を大きく越えるまでにな
っている。このように製造業は一般に30~40;lるから60~70形へと割合を増やし
ている。農業はもともと域内向けが中心であったが，若干割合が伸びている。
サービスも，商業や陸上輸送などではもともと近接のEC域内向けがほとんど
であったが，商業や通信で域内向けのサービス割合が低下した以外はあまり大
きな変化はない。海上・航空輸送や金融・ 保険サービスは域内向けの割合が若
干増えている。
輸入は全体としては， 1980年以降はEC域内からの割合が上昇し， 1989年に
は56.5%に達している。しかし輸出総額の65.4%ほどに高くないのは，原油・
天然ガスの域外諸国への依存度が極めて高いためである8)。事実1989年にエネ
ルギー産業の域内からの輸入は全輸入の1.296に過ぎない。金属製品や一般機
械，電気機械，輸送機械などは当初より EC域内からの輸入割合の方が高く，
8)表3でみたように，城外からの輸入総額のうち最も高い割合を占めているのがエネル
ギー産業である。
， 
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表4: 輸出入に占めるEC域内の割合 （単位：彩）
輸出に占めるEC域内の割合 輸入に占めるEC城内の割合
産 業
1975年 198碑三 1985年 1989年 1975年 1980年 1985年 198吟三
1農林水産業 77.0 64.9 78.4 82. 7 6. 3 8.6 13.6 37.0 
2エネルギー産業 38.2 41. 9 57.8 53.0 3.9 4.0 7.8 1. 2 
3鉄鋼・非鉄金属 36.8 37.4 27.8 59.1 46.4 45.3 58.9 64.4 
4非金属鉱業 31. 6 32.0 37.2 56.3 52.2 46.9 52.2 63.8 
5化 学製 ロロ 36.0 38.3 44.7 58.9 67.3 58.4 67. 1 71. 6 
6金 属 製 lロl 40.9 42. 8 31. 5 57. 7 71. 4 67.5 71. 9 77.1 
7一般機械 30.6 41. 6 42.4 57. 7 65.4 66.6 70.9 72.4 
8事務・ 情報機器 50.0 54.9 69.6 77.9 48.8 44.0 52.9 47.3 
9電 気機械 42.9 44.8 56.1 69.8 65.5 50. 9 54.5 56.3 
10輸送機械 32.7 66.6 74.2 84.2 64.9 63.2 77.6 74.4 
1 食料品・飲料 45.7 28.2 39.9 54.4 24.3 42.8 37.3 51. 3 
12繊維・衣料・皮革 43. l 57.0 48.5 60.4 41. 2 39.1 41. 3 58.4 
13製紙・紙製品 31. 3 33.6 44.8 66.3 29.9 36.2 42.5 69.5 
14ゴム・プラスチィック 46.7 48.2 51. 7 60.4 50.0 73.8 73.8 77.5 
15他の製造業 56.3 59.0 52.2 62.9 42.1 36.6 33.4 44.9 
16建 設 ． ． ． ． ． ． ． . 
17卸売・小売・修理 100.0 58.0 51.1 76.7 31. 6 38.3 45.0 58.1 
18飲食・宿泊業 ． ． ． . . . . ． 
19内陸輸送業 80.0 74.0 68.0 80.1 75.0 76.0 76.9 32.8 
20海上・航空輸送業 37.1 39.5 42.0 43.2 20.0 31. 9 43.8 42.6 
21補助輸送業 45.5 49.5 53.6 47.3 29.4 38.2 47.0 51. 0 
22通 信 50.0 53.9 57.7 38.4 0.0 39.9 47.9 49.1 
23金融・保険 40.0 36.2 34.3 45. 7 36.4 45.3 54.1 39.2 
24他営の利サービス 50.0 46.2 42.4 5'3.4 38.1 45.6 53.1 58.8 
25非営利サービス ． . . ． ． ． . . 
26合 計 I43.s 46.1 50.4 65.41 36. 5 31. 8 39.8 56.5 
60%を上回っていた。 ECに加盟して域外よりも域内の輸入割合が急激に増え
たのは，農林水産業，食料品・飲料，繊維・衣料品製紙・紙製品，そしてサー
ビスでは商業である。
このように多くの産業で，域外よりも域内を輸出入の対象とする割合が増え
てきており，特に1985年以降はそれが著しい。特に域内からの輸入に関しては，
EC加盟時に域内からの工業製品輸入に対しても未だ存在していた10~20%の
10 
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関税を，毎年15%程度ずつ引き下げていったことも大きく関与している丸
次に輸出入を国内生産との関連でみるために，輸出入率をみてみよう。表5
は域外と域内に分けて輸出入率を計算したものである。輸出率，輸入率ともに
さまざまな定義があるが，ここでは輸出率＝輸出／国内生産額，輸入率＝輸入
／総供給という定義を採用している10)。まずサービスも含めた総額の輸出率を
域内外で比較すると， 域内に関しては一貫して上昇を続け 1989年には5.2%に
達しているが， 域外に対しては1985年以降に低下したために， 1989年は2.8%
となっている。域内向けが域外向けを上回ったのは1985年である。しかしいず
れも，他のEC諸国に比べれば若干低い割合である。たとえば， ドイツは1985
年に域内輸出率が6.596,域外輸出率が8.0%, フランスは域内輸出率が5.9%,
域外輸出率が7.096である。産業別では， 域内に対しては輸送機械の輸出率の
上昇が最も著しい。 1975年では国内生産額のたった 5.5%を輸出しているに過
ぎず，他の機械製品よりもむしろ低いくらいだった。それが特に80年代に入っ
て大きく上昇したために， 1989年には30%を越えてECへの輸出率が最も高い
産業となっている。 ECへの輸出率が高い産業は以下，海上・航空輸送サービ
ス，事務・情報機器，一般機械，電気機械，化学製品の順であるが，当初より
かなり高い割合を示していた海上・航空運輸を除けば， 80年代に大きく割合を
増やしたためである。域外への輸出については，大きく輸出率を下げているの
が鉄鋼・非鉄金属製品，金属製品，一般機械などである。その多くは域内への
輸出が域外への輸出を代替する形となっている。
輸入率については， 1985年までは全体として域外の輸入率の方が高かった
が， 1989年には全体的に域外からの輸入が域内からの輸入に代替される形とな
9)関税の動向については， とりあえず世界情報サービス（ワイス）のARCレボートが
詳しい。
10)スペインの産業連関表は日本と異なり行和・列和を総供給で定義しているので，輸出
率 eゎ輸入率 m;は， e;=E;/X;,m;=M;/(ふ+M;) で計算される。ただし E:
輸出列ベクトル， M:輸入行ベクトル， X:国内生産額（列ベクトル）とする。
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り，域外からの輸入率は低下している。一方域内からの輸入率は1980年以降着
実に上昇している。域内からの輸入率が高い産業は，降順に一般機械，事務・
情報機器，輸送機械，電気機械，化学製品などである。特に輸送機械は，総供
給に占める域内からの輸入率が1975年には6.6彩に過ぎなかったが， 1989年に
は22.1彩と上昇が著しい。電気機械や紙製品，ゴム・プラスティック製品など
も，特にEC加盟以降に急上昇している。一般機械や事務・情報機器などは，
1975年時点でECからの輸入に大きく依存していたが，変動しつつも基本的に
は変わっていない。域外からの輸入率の方が高い産業は，農林水産業，エネル
ギー産業，事務・情報機器，その他の製造業，海上・航空輸送などであるが，
これも1975年当初より基本的には変わっていない。最も域外からの輸入に依存
しているのが事務・情報機器である。電気機械も域外への依存を深めており，
1989年には輸入率が16.2彩となっているが，補助輸送業は逆に域外からの輸入
率の低下が顕著である。
次に表6は中間投入・需要や最終需要に占めるEC域内からの輸入割合を示
したものである。輸入率だけでは各産業の総供給に占める輸入割合しかわから
ないが，輸入マトリクスを調べることにより，生産に中間財として投入される
輸入品の割合や，各種需要を輸入がどの程度満たしているかといったことがわ
かる。まず各産業の生産において，原材料などの形で中間投入される財貨・サ
ービスに占めるEC域内からの輸入割合をみると10, 全体としては1980年に一
度低下した後上昇に転じ， 1989年には1980年の倍近い8.7彩に達している。特
に化学製品，輸送機械，繊維・衣料品，製紙・紙製品，ゴム・プラスティック
製品などで，中間投入に占める域内からの輸入割合が大きく上昇している。機
械類に限らず軽工業製品，さらには多くのサービスにおいても上昇している。
1975年に特に高い割合を示していたのは，事務・情報機器，一般機械，化学製
11) X を産業連関表内生部門， M を輸入マトリクスとすると，次式で表される。
4M,;/4X,; 
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品，電気機械などの順であったが， 1989年にはゴム・プラスティック製品，化
学製品，製紙・紙製品，事務・情報機器といった具合に変わっている。また他
のEC諸国に比べて中間投入に占める域内輸入割合が特に高い＇産業は，化学製
品，電気機械，輸送機械などである。たとえば化学製品の場合， 1985年にドイ
ツで13.7%, フランスで17.4%,イタリアで14.0%,それに対してスペインで
は23.3%が中間投入に占める域内輸入の割合である。
次に原材料として中間需要される財貨・サービスのうちで， EC域内からの
輸入はどの程度を占めるかをみると12l, 1989年には化学製品や輸送機械，電気
機械，事務・情報機器などの順に，域内からの輸入に依存する割合が高いこと
がわかる。 1975年には事務・情報機器や一般機械が36%を越え最も高かった
が，変動しつつも1989年には低下しているのに対して，化学製品や輸送機械は
大きく上昇している。さらに繊維・ 衣料品や紙製品，ゴム・プラスティック製
品なども， 特にEC加盟後の1989年には 10%を越えている。サービスの中で
は，海上・航空輸送，補助輸送業でEC域内からの提供に依存する割合を増加
させている。
最終需要の中の民間最終消費支出については， 全体として1989年には4.6%
が域内からの輸入に頼っている。特に1985年以降大きく上昇していることがわ
かる。サービスを含まない財貨に限れば，さらに高い割合となる。 1985年以降
に特に大きく上昇したのは，電気機械，輸送機械， ゴム・プラスティック製
品，製紙・紙製品などである。一般機械や非金属鉱業も50%を越える値を示し
ているが，もともと民間消費としては非常に少ない。重要なのは，電気機械と
輸送機械の1989年の民間最終消費が，域内からの輸入にそれぞれ41.5%, 34. 9 
％も依存し，さらに域外からの輸入にもそれぞれ27.1%,14.2%も依存し，合
計として輸入にそれぞれ68.6%, 49. 1%も依存していることである。因みにド
イツでは1985年に，民間最終消費の電気機械で35.5%(うち域内は13.1%), 自動
12) :EM;;/エX;;で表される。
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車で17.7%(うち域内は9.7%)を輸入に依存し， またフランスでは 1985年に，民
間最終消費としての電気機械の44.6彩（うち城内は24.1彩），自動車の39.6彩（うち
城内は25.6彩）を輸入に依存している。 さらにイタリアではやはり1985年に，民
間最終消費としての電気機械の26.1彩（うち城内は17.0彩）， 自動車の43.2彩（う
ち城内は36.2彩）を輸入に依存している。一般にEC諸国は相互依存が進んでい
るとはいえ，これら 3国と比較してもスペインの場合いかに輸入への依存が高
く，最終需要の国外への漏出に繋がっているかがわかる13)。
最後に，最終需要の中の固定資本形成に占める域内輸入割合をみておこう。
実はこれがスペイン経済のEC化を語る上で最も重要な特徴の 1つとなってい
る。サービスや特に建設を含めた全体では， 1980年以降の上昇により， 1989年
には固定資本形成の11.8彩をEC域内からの輸入に依存している。しかしこれ
はほとんど輸入に依存しない建設が，固定資本形成全体の54彩を占めているた
めに低い数値となっているからであり，固定資本形成の約10彩ずつを占める一
般機械と輸送機械をみると，それぞれ著しく高い輸入割合を示している。各種
プラントや工作機械は80年代後半のスペイン高度成長の原動力でもあるが，そ
の実に55.4彩がEC域内からの輸入であり，また域外からも21.1彩を輸入して
いる。輸送機械も同様で，域内から32.0彩，域外から11.0彩輸入しており，一
般機械とともに特に80年代に大きく上昇している。事務・情報機器は1975年当
初よりECからの輸入割合が高く， 1989年にかけては若干上昇した。しかし事
務・情報機器の場合は， EC域外からの輸入にも依存しており， 1989年には
43.0彩に達しており，域内外で実に81.5%を輸入に頼っている状況である。ス
ペインの80年代後半の固定資本形成は，このように輸入に大きく依存した形で
進められた。スペインが技術的にもテイクオフするまでは，このような資本財
の依存状況も止むを得ないのかもしれないが，それにしても異常に高い数値で
ある。因みに他のEC諸国 (1985年）固定資本形成に占める輸入割合をみると，
13)因みに1985年の日本の場合は，電気機械で2.1彩，輸送機械で3.7彩となっている。
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一般機械の場合， ドイツで域内に8.7彩，域外に9.296, フランスで域内に24.8
彩，域外に10.9彩，イタリアで域内に9.7~る，域外に5.6彩である14)0 
4. 最終需要の生産等誘発溝造
生産構造，輸出入構造とみてきたので，次に最終需要の生産誘発構造につい
て詳しくみておこう 15)。これによって， ECの加盟国となり輸出入が増加した
というだけではなく，それが国内の生産や雇用に与えた影響がはじめて理解で
きる。まず生産誘発依存度という形でそれをみておこう。生産が究極的に最終
需要によって誘発されたとするならば，各産業の生産は最終需要のどの項目に
どの程度依存して誘発されているか，これが生産誘発依存度である。
表7が在庫変動を除く各最終需要項目への生産誘発依存度である16)。まず産
業全体としての生産額を最も誘発しているのが，民間最終消費支出である。
1975年以降低下が続いているとはいえ，依然として全体の50彩以上は民間の最
終消費需要が誘発している。全体としての依存度が低下している民間消費とは
対照的に，依存度が上昇しているのが政府消費とEC域内への輸出である。政
府消費は1985年には，全体の10彩を越える生産を誘発するに至っており，域内
への輸出も，特に1980年から1985年にかけて大きく誘発割合を伸ばしている。
一方，固定資本形成の誘発割合には変動があり， 1975年から1985年にかけては
低下したが， 1985年以降は旺盛な投資プームを反映して 3%ほど依存度を上昇
させている。またEC域外への輸出は， 1980年まではEC域内への輸出よりも
誘発割合が大きかったが， 1985年に全く同じ割合になり，それ以降はスペイン
経済のEC域内化の進展とそれに伴う輸出先のシフトなどによって，生産誘発
14)日本の場合は，固定資本形成の一般機械の輸入割合は3.9彩と著しく低い数値である。
最も高いのは事務・情報機器の8.0%で，輸送機械の6.7彩がそれに次ぐ。ただしいず
れも1985年数値である。
15)以下での誘発計算はすべて (I-Aりー1型の逆行列を用いている。
16)在庫変動は依存度も極めて低いため省略した。
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割合は大きく減少している。これは注目すべき点である。その結果，域内外全
体への輸出依存度は1985年までは上昇してきたが， 1989年には約3彩ほど低下
している。
以上，各最終需要項目の生産誘発総額の依存度を検討したが，全体としては
EC諸国の特徴の方向に向かって動いていると言えるだろう。すなわちEC主
要国では，生産の依存度が最も高いのは民間消費であるにしても，それは50彩
を切っており，特にドイツでは40彩をも下回っている。それに対して，政府消
費による誘発割合は15~る前後に達し，輸出も域内を中心として国内生産の3096
近くを誘発し，ほとんどの国ではそれが固定資本形成による生産誘発をはるか
に上回っている17)。スペインの場合は加盟後の歴史も浅いこともあって，未だ
輸出への依存度は低いが，今後相互依存が高まるにつれて，民間消費から輸出
へのシフトが生じてゆくことが予想される。
産業別に考察すると，農林水産業や電気機械，輸送機械，化学製品などでは
まさにそのような傾向が現れている。すなわち民間消費への依存度が低下し，
それに代わって域内への輸出による誘発割合が増えている。特に輸送機械は民
間消費への依存度が大きく低下し，逆に域内輸出への依存度が大きく高まり，
1989年には民間消費を越えた。今や輸送機械の生産を最も誘発している最終需
要項目は，域内への輸出となっている。電気機械は固定資本形成に最も大きく
生産誘発を依存しており，この事情は1975年以来変わっていない。しかし民間
消費へも40彩近く依存していたのが， 1989年には約22彩まで低下し，代わって
EC域内輸出に約18形まで依存するようになっている。鉄鋼・非鉄金属や一般
機械の生産は，もともと固定資本形成によって50彩以上誘発されていたが，こ
れも30彩前後にまで依存度を減らし，その分域内への輸出に依存するようにな
っている。非金属鉱業や金属製品，事務・情報機械などもほぼ同様である。こ
れらとは異なる傾向が見られるのは，一般の営利サービス（第24部門）である。
17)日本の場合は逆に，輸出よりも固定資本形成による生産誘発の方がはるかに大きくな
っている。 EC諸国と日本の比較はたとえば Yoshinaga(1993)等を参照されたい。
20 
スペイン経済のEC域内化（良永） 619 
営利サービスは1975年には90形近く民間消費によって誘発されていたが，第2
節で見たようにスペインでも進行しつつある経済のサービス化によって，各種
生産も直接・間接的にサービスに依存するようになったため，他の最終需要項
目への依存度が増えている。特に固定資本形成への依存度が上昇し， 1989年に
は一般営利サービスの提供額の 14,8形も銹発している。政府消費ですら 6.49,、
を誘発している。
次に表8の生産誘発係数を検討しよう。これは，各最終需要がそれぞれ 1単
位増加したときに，生産は誘発によって何単位増加するか，産業別及び総額と
して示すものである18)。1975年当時は，総額としては固定資本形成の生産誘発
係数が最も高く， 固定資本形成 1単位の増加に対して， 生産は1.743単位増加
していた。しかし1980年以降は，域内外への輸出の生産誘発係数がそれを上回
っている。しかも 1985年までは域外への輸出が城内への輸出を上回っていた
が， 1989年には域内への輸出が域外への輸出を上回り，最終需要の中では最も
高い生産誘発係数となっている。
産業別では， EC域内への輸出が全体として 1単位増えると， 1975年当時は
農林水産業が0.311単位で最も生産が誘発されたが， 1989年には輸出構成や誘
発構造の変化により輸送機械が0.263単位で最も多い。それに続くのは鉄鋼・
非鉄金属製品，農林水産業などである。輸送機械の生産誘発係数は1975年以来
上昇し続けているのに対して，鉄鋼・非鉄金属は低下しているものの依然高い
水準にある。また1975年には食料品・飲料や繊維・衣料品が高い係数であった
が， 1989年にかけて大きく低下し，輸出構成が変わったことも裏付けている。
他方域外への輸出の生産誘発係数の中では，鉄鋼・非鉄金属，金融・保険，ェ
ネルギー産業，化学製品などが順に高くなっており，域内への輸出の場合とは
若干異なっている。
18)表8と表10は，それぞれの最終需要がすべて国内の需要となった場合のシミュレーシ
ョンである。実際には最終需要段階で既に輸入，すなわち海外への需要となる部分が
存在している。
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表
8
:
 生
産
誘
発
係
数
2
2
 
産
業
民
間
消
費
政
府
消
費
固
定
資
本
形
成
19
75
年
19
8凹
三
19
85
年
19
89
年
19
75
年
19
8碑
三
19
85
年
19
89
年
19
75
年
19
8吟
三
19
85
年
19
89
年
1
農
林
水
産
業
0.
21
4 
0.
15
3 
0.
14
0 
0.
12
0 
0.
02
0 
0.
01
2 
0.
00
9 
0.
00
9 
0.
02
8 
0.
01
4 
0.
01
0 
0.
00
7 
2
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
0.
10
4 
0.
13
7 
0.
13
7 
0.
10
9 
0.
03
6 
0.
03
6 
0.
04
5 
0.
03
9 
0.
07
7 
0.
08
6 
0.
08
1 
0.
05
1 
3
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
0.
02
1 
0.
02
7 
0.
02
1 
0.
01
6 
0.
01
0 
0.
01
4 
0.
01
4 
0.
01
0 
0.
15
9 
0.
12
3 
0.
10
0 
0.
07
2 
4
非
金
属
鉱
業
0.
01
0 
0.
01
5 
0.
01
3 
0.
01
1 
0.
00
6 
0.
00
8 
0.
00
5 
0.
00
5 
0.
10
8 
0.
12
3 
0. 
10
7 
0.
10
3 
5
化
学
製
nロロ
0.
06
7 
0.
05
0 
0.
05
2 
0.
04
3 
0.
02
9 
0.
02
3 
0.
01
8 
0.
01
8 
0.
03
6 
0.
02
5 
0.
03
1 
0.
02
5 
6
金
属
製
品
0.
02
2 
0.
02
5 
0.
02
0 
0.
01
9 
0.
00
7 
0.
01
4 
0. 
01
3 
0.
01
1 
0.
12
1 
0.
10
5 
0.
08
4 
0.
07
8 
7
-
般
機
械
0.
00
3 
0.
00
9 
0.
00
7 
0.
00
7 
0.
00
1 
0.
00
6 
0.
01
5 
0.
01
2 
0.
06
9 
0.
07
2 
0.
05
1 
0.
04
1 
8
事
務
・
情
報
機
器
0.
00
2 
0.
00
2 
0.
00
3 
0.
00
3 
0.
00
2 
0.
00
5 
0.
01
0 
0.
01
0 
0.
01
0 
0.
00
6 
0.
01
8 
0.
01
4 
9
電
気
機
械
〇.
02
1 
〇.
02
1 
0.
01
5 
0. 
01
1 
0.
00
3 
0.
00
4 
0.
00
9 
0.
00
8 
0.
07
5 
0.
07
2 
0.
08
0 
0.
07
0 
10
輸
送
機
械
0.
03
6 
0.
03
7 
0.
03
4 
0.
03
4 
0.
01
8 
0.
02
5 
0.
01
9 
0.
01
9 
0.
06
8 
0.
10
5 
0.
09
0 
0.
08
0 
11
食
料
品
・
飲
料
0. 
21
1 
0.
22
0 
0.
22
1 
0.
19
8 
0.
01
2 
0.
01
3 
0.
01
0 
0.
01
0 
0.
00
5 
0.
00
6 
0.
00
6 
0.
00
5 
12
繊
維
・
衣
料
・
皮
革
0.
10
3 
0.
07
4 
0.
06
3 
0.
05
6 
0.
00
1 
0.
00
5 
0.
00
6 
0.
00
7 
0.
00
7 
0.
01
4 
0.
00
8 
0.
00
6 
13
製
紙
・
紙
製
品
0.
04
1 
0.
03
1 
〇.
02
7 
0.
02
7 
0.
02
2 
0.
01
7 
0.
01
4 
0.
01
5 
0.
02
1 
〇.
01
3 
0.
01
2 
0.
01
2 
14
ゴ
ム
・
プ
ラ
ス
チ
ィ
ッ
ク
0.
02
3 
0.
01
5 
0.
01
7 
0.
01
5 
0.
00
5 
0.
00
5 
0.
00
5 
0.
00
5 
0.
01
8 
0.
02
0 
0.
02
4 
0.
02
2 
15
他
の
製
造
業
0.
03
5 
0.
02
7 
0.
02
1 
0.
02
0 
0.
00
3 
0.
00
4 
0.
00
5 
0.
00
5 
0.
05
4 
0.
05
4 
0.
05
0 
0.
04
2 
16
建
設
0.
01
4 
0.
04
6 
0.
03
3 
0.
03
3 
0.
03
0 
0.
03
1 
0.
01
8 
0.
02
0 
0.
67
1 
0.
62
7 
0.
62
7 
0.
67
5 
17
卸
売
・
小
売
・
修
理
0.
21
1 
0. 
24
2 
0.
24
3 
0.
26
7 
0.
02
2 
0.
01
5 
0.
01
7 
0.
01
8 
0.
07
7 
0.
06
0 
0.
06
3 
0.
07
0 
18
飲
食
•
宿
泊
業
0.
11
1 
0.
12
9 
0.
17
3 
0.
20
4 
0.
00
6 
0.
00
8 
0.
00
9 
0. 
01
1 
0.
00
2 
0.
01
2 
0.
01
6 
0.
01
5 
19
内
陸
輸
送
業
0.
05
6 
0.
05
0 
0.
04
8 
0.
04
4 
0.
01
6 
0.
01
7 
0.
01
3 
0.
01
4 
0.
05
5 
0.
03
5 
0.
04
4 
0.
04
1 
20
海
上
・
航
空
輸
送
業
0.
01
5 
0.
00
8 
0.
00
7 
0.
00
7 
0.
00
5 
0.
00
4 
0.
00
2 
0.
00
2 
0.
00
8 
0.
00
4 
0.
00
4 
0.
00
4 
21
補
助
輸
送
業
0.
00
7 
0.
00
9 
0.
01
0 
0.
01
2 
0.
00
2 
0.
00
5 
0.
00
2 
0.
00
2 
0.
00
6 
0.
00
5 
0.
00
6 
0.
00
7 
22
通
信
0.
01
4 
0.
01
9 
0.
02
1 
0.
02
3 
0.
00
9 
0.
00
7 
0.
00
9 
0.
01
1 
0.
00
3 
0.
00
7 
0. 
01
0 
0. 
01
0 
23
金
融
・
保
険
0.
01
8 
0.
07
3 
0.
07
6 
0.
08
7 
0.
00
4 
0.
01
2 
0.
01
3 
0.
01
5 
0.
01
5 
0.
06
1 
0.
07
6 
0.
07
5 
24
他
の
営
利
サ
ー
ビ
ス
0.
18
7 
0.
23
7 
0.
24
6 
0.
24
4 
0.
05
3 
0.
03
9 
0.
07
8 
0.
08
8 
0.
04
6 
0. 
12
2 
0. 
15
7 
0.
15
6 
25
非
営
利
サ
ー
ビ
ス
0.
02
8 
0.
01
5 
0.
01
8 
0.
01
8 
1.
00
1 
1. 
00
0 
1. 
00
0 
1.
00
0 
0,
00
6 
0.
00
0 
0.
00
0 
0.
00
0 
26
合
計
1
1. 
57
4 
1. 
67
0 
1. 
66
6 
1. 
63
1 
I
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1. 
32
8 
1. 
35
9 
1. 
36
5 
1
 
1. 
74
3 
1. 
76
9 
1. 
75
4 
1. 
68
2 
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表
8
:
 生
?
誘
発
係
数
（
続
）
2
3
 
産
業
E
 C
域
内
輸
出
I
 
E
C
城
外
輸
出
輸
出
（
城
内
外
）
19
75
年
19
8呼
19
8胡
19
8眸
'1
97
5年
19
80
年
19
8碑
19
8哨
19
75
年
19
80
年
19
85
年
19
89
年
1
農
林
水
産
業
0. 
31
1 
0.
13
2 
0. 
13
9 
0.
15
0 
0.
12
1 
0.
10
7 
0.
08
3 
0.
09
6 
0.
20
4 
0.
11
8 
0.
11
1 
0.
13
1 
2
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
0.
14
5 
0.
15
4 
0.
21
0 
0.
11
3 
0.
16
2 
0.
17
7 
0.
19
5 
0.
14
2 
0.
15
5 
0.
16
6 
0.
20
3 
0.
12
3 
3
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
0.
11
7 
0.
23
8 
0.
16
6 
0.
15
8 
0.
15
6 
0.
29
2 
0.
29
7 
0.
16
2 
0.
13
9 
0.
26
7 
0.
23
1 
0.
15
9 
4
非
金
属
鉱
業
0.
03
4 
0. 
04
2 
0.
03
7 
0.
04
4 
0.
05
3 
0.
06
8 
0.
05
4 
0.
05
7 
0.
04
5 
0.
05
6 
0.
04
5 
0.
04
9 
5
化
学
製
品
0.
09
5 
0.
09
5 
0.
11
0 
0.
09
9 
0.
10
4 
0.
11
4 
0. 
12
6 
0.
11
5 
0.
10
0 
0.
10
5 
0.
11
8 
0.
10
5 
6
金
属
製
品
0.
06
7 
0.
08
2 
0.
06
1 
0.
07
0 
0.
08
2 
0.
08
1 
0.
08
2 
0.
06
7 
0.
07
5 
0.
08
1 
0.
07
1 
0.
06
9 
7
一
般
機
械
0.
05
0 
0.
06
5 
0.
05
7 
0.
06
6 
0.
08
5 
0.
07
5 
0.
07
4 
0.
08
3 
0.
06
9 
0.
07
1 
0.
06
6 
0.
07
2 
8
事
務
・
情
報
機
器
0.
00
9 
0.
01
4 
0.
03
5 
0.
03
0 
0.
00
7 
0.
01
0 
0.
01
6 
0.
01
7 
0.
00
8 
0.
01
2 
0.
02
5 
0.
02
6 
9
電
気
機
械
0.
04
3 
0.
04
3 
0.
05
3 
0.
06
3 
0.
04
7 
0.
04
3 
0.
03
9 
0.
04
8 
0.
04
6 
0.
04
3 
0.
04
6 
0.
05
8 
10
輸
送
機
械
0.
08
7 
0.
18
1 
0.
20
1 
0.
26
3 
0.
13
6 
0.
08
7 
0.
07
9 
0.
10
2 
0.
11
5 
0.
13
1 
0.
14
1 
0.
20
7 
11
食
料
品
・
飲
料
0.
13
2 
0.
07
7 
0.
09
1 
0.
08
5 
0.
10
5 
0.
13
7 
0.
11
7 
0.
11
1 
0.
11
7 
0.
10
9 
0.
10
4 
0.
09
4 
12
繊
維
・
衣
料
・
皮
革
0.
13
8 
0.
12
1 
0.
09
3 
0.
07
2 
0.
14
2 
0.
08
0 
0.
09
9 
0.
08
5 
0.
14
0 
0.
09
9 
0.
09
6 
0.
07
7 
13
製
紙
・
紙
製
品
0.
04
5 
0.
04
7 
0.
03
9 
0.
04
6 
0.
06
5 
0.
06
9 
0.
04
7 
0.
04
6 
0.
05
6 
0.
05
9 
0.
04
3 
0.
04
6 
14
ゴ
ム
・
プ
ラ
ス
チ
ィ
ッ
ク
0.
03
9 
0.
04
2 
0.
04
5 
0.
05
3 
0.
03
8 
0.
03
7 
0.
03
7 
0.
04
8 
0.
03
9 
0.
03
9 
0.
04
1 
0.
05
1 
15
他
の
製
造
業
0.
04
4 
0.
04
1 
0.
03
0 
0.
02
8 
0.
03
0 
0.
02
7 
0.
02
9 
0.
03
1 
0.
03
6 
0.
03
3 
0.
02
9 
0.
02
9 
16
建
設
0.
00
6 
0.
01
8 
0.
01
4 
0.
01
5 
0.
00
8 
0.
01
8 
0.
01
5 
0.
01
7 
0.
00
7 
0.
01
8 
0.
01
5 
0.
01
5 
17
卸
売
・
小
売
・
修
理
0.
05
2 
0.
09
1 
0.
07
2 
0.
07
9 
0.
04
6 
0.
07
5 
0.
07
9 
0.
07
2 
0.
04
9 
0.
08
3 
0.
07
5 
0.
07
7 
18
飲
食
・
宿
泊
業
0.
00
1 
0.
01
0 
0.
01
4 
0.
01
4 
0.
00
2 
0.
01
0 
0.
01
5 
0.
01
6 
0.
00
2 
0.
01
0 
0.
01
4 
0.
01
5 
19
内
陸
輸
送
業
0.
04
1 
0.
04
2 
0.
05
8 
0.
06
3 
0.
02
9 
0.
03
2 
0.
04
3 
0.
04
2 
0.
03
4 
0.
03
7 
0.
05
1 
0.
05
6 
20
海
上
・
航
空
輸
送
業
0.
09
5 
0.
09
1 
0.
06
1 
0.
04
7 
0.
12
5 
0.
11
8 
0.
08
4 
0.
11
0 
0.
11
2 
0.
10
6 
0.
07
2 
0.
06
9 
21
補
助
輸
送
業
0.
02
8 
0.
03
9 
0.
02
9 
0.
02
4 
0.
02
8 
0.
03
7 
0.
02
7 
0.
03
8 
0.
02
8 
0.
03
8 
0.
02
8 
0.
02
9 
22
通
信
0.
00
9 
0.
01
0 
0.
01
5 
0. 
01
1 
0.
00
8 
0.
01
0 
0.
01
4 
0.
01
3 
0.
00
8 
0.
01
0 
0.
01
4 
0.
01
2 
23
金
融
・
保
険
0.
04
4 
0.
08
6 
0.
07
7 
0.
10
9 
0.
05
0 
0.
09
5 
0.
08
6 
0.
14
7 
0.
04
7 
0.
09
1 
0.
08
1 
0.
12
2 
24
他
の
営
利
サ
ー
ビ
ス
0.
03
5 
0.
07
4 
0.
07
8 
0.
09
0 
0.
03
4 
0.
07
4 
0.
09
0 
0.
11
2 
0.
03
5 
0.
07
4 
0.
08
4 
0.
09
7 
25
非
営
利
サ
ー
ビ
ス
0.
00
3 
0.
00
0 
0.
00
0 
0.
00
0 
0.
00
3 
0.
00
0 
0.
00
0 
0.
00
0 
0.
00
3 
0.
00
0 
0.
00
0 
0.
00
0 
26
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1. 
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1. 
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1. 
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1. 
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輸出の次に生産誘発係数が高いのは固定資本形成であるが， 1980年以来低下
を続けている。これは特に， 1975年当時誘発係数が高かった鉄鋼・非鉄金属，
金属製品，一般機械などが大きく低下しているためである。輸送機械の誘発係
数も1980年以降は大きく低下している。最終需要自体の構造は大きく変わって
いないことを考えると，固定資本形成としての最終需要がすべて国内需要に向
かったとしても，その生産過程における中間財の輸入代替によって，需要が海
外へ漏出してしまい誘発効果が小さくなっている。
民間消費の生産誘発係数は，全体としては1980年以降若干低下傾向を示して
いる。 1975年には農林水産業，食料品・飲料，商業，その他の営利サービスの
順に係数が高かったが，農林水産業が著しく低下したため， 1989年には商業，
その他の営利サービス，飲食・宿泊，食料品・飲料等が上位となっている。特
にその他の営利サービスや飲食・宿泊等の伸びは著しく，家計のサービス化も
反映するものとなっている。他方で繊維・衣料品や電気機械などは，農林水産
業と同様に低下している。
最後に政府消費については，全体としての誘発係数は最終需要項目の中では
最も低いものの，低下することなく上昇を続けている。非営利サービス以外は
誘発係数もかなり低いが，営利サービスが上昇を続けている。
次に表9は， 各最終需要項目が誘発している就業者数である。 これをみる
と，各産業の合計としての全体の就業者数は，圧倒的に民間消費が誘発してお
り， 1980年から1985年にかけては減少したものの， 1989年にかけて約80万人も
誘発を増やしている。農林水産業や非金属鉱業，電気機械などのように誘発数
が絶えず減少している産業もあるが，多くの産業で増加している。民間消費の
誘発する就業者数は，商業，農林水産業，その他の営利サービス，飲食・宿泊
業，食料品・飲料，繊維・衣料品の順に多くなっているが，特に民間消費の誘
発する商業の就業者数の伸びが大きく，全体の増加にも大きく貢献している。
民間消費に続いて就業者の誘発が多いのは， 1980年には固定資本形成だった
が， 1985年以降は政府消費となっている。それは政府消費の誘発する非営利サ
24 
産 業
1農林水産業
2エネルギー産業
3鉄鋼・非鉄金属
4非金属鉱業
5化学 製 品
6金 属 製 品
7一般機械
8事務・情報機器
9電 気機械
10輸送機械
11食料品・飲料
12繊維・衣料・皮革
13製紙・紙製品
14ゴム・プラスチィック
15他の製造業
16建 設
17卸売・小売・修理
18飲食・宿泊業
19内陸輸送業
20海上・航空輸送業
21補助輸送業
22通 信
23金融・保険
24他の営利サービス
25非営利サービス
スペイン経済のEC域内化（良永）
表9: 最終需要の雇用誘発数
民間消費 I政府消費
1980年1985年1989年11980年1985年1989年
1599 1388 1161 24 20 21 
101 98 118 5 7 10 
30 19 16 3 3 2 
50 40 38 5 3 4 
88 77 83 8 6 8 
100 83 95 10 12 13 
29 19 22 4 ， ， 
6 4 6 2 3 5 
68 46 38 2 7 7 
98 82 90 12 10 12 
388 357 417 4 4 5 
353 293 314 4 7 10 
86 68 89 ， 8 12 
46 40 39 3 3 3 
141 123 146 4 6 ， 
194 131 156 25 16 24 
1513 1409 1819 18 22 30 
492 604 799 6 7 11 
340 291 293 22 17 24 
16 11 13 1 1 1 
38 37 44 4 2 2 
87 83 102 6 8 12 
188 180 167 6 7 7 
595 628 843 18 44 75 
95 130 147 1226 1640 1995 
623 
（単位： 1000人）
固定資本形成
198眸 1985年 1989年
43 25 23 
19 15 18 
42 22 23 
123 81 111 
14 12 15 
126 89 127 
68 35 39 
5 6 ， 
73 63 78 
84 55 68 
3 3 4 
20 ， 11 
11 8 13 
19 14 19 
87 74 98 
816 635 1018 
114 92 153 
14 14 19 
74 68 88 
3 2 2 
6 6 8 ， 10 14 
48 45 46 
93 101 173 
゜゜゜26合 叫6741 6241 705311431 1871 231311912 1482 2177 
ービスの就業者数が，かなりのペースで増加してきているためである。また固
定資本形成の誘発する就業者は，建設業で最も多いのは当然であるが，これが
1989年にかけて増加した背景には， 80年代後半の旺盛な投資プームがあると思
われる。建設業以外でも1980年水準まで復帰した産業も多く，他の営利サービ
スのように誘発数が大きく伸びた産業もある。しかし建設業以外の伸びが少な
いのは，自給率が高い建設業に対して，製造業製品は第3節でもみたように輸
25 
624 闊西大學『継清論集」第44巻第4号 (1994年10月）
表9: 最終需要の雇用誘発数（続）
EC域内輸出 EC域外輸出 輸出（城内外）
産 業
1980年1985年 195硝三198岬 1985年 1989年198眸 1985年 1989年
1農林水産業 118 184 208 112 109 71 230 293 279 
2エネルギー産業 10 20 18 13 19 12 23 39 29 
3鉄鋼・非鉄金属 23 20 23 33 35 12 56 55 35 
4非金属鉱業 12 15 21 22 21 15 34 36 36 
5化学製 品 14 22 27 20 25 17 35 47 45 
6金 属 製品 28 34 51 32 45 26 60 79 77 
7一般機械 17 21 28 24 26 19 41 47 47 
8事務・情報機器 3 6 ， 3 3 3 6 ， 11 
9電気機械 12 22 31 14 16 13 26 38 44 
10輸送機械 41 66 99 23 25 21 64 91 120 
11食料品・飲料 12 20 26 24 25 18 36 44 44 
12繊維・衣料・皮革 50 58 58 38 61 37 88 119 95 
13製紙・紙製品 11 13 22 19 15 12 31 28 34 
14ゴム・プラスチィック 11 15 20 12 12 10 23 26 29 
15他の製造業 19 24 30 14 22 17 32 46 47 
16建 設 7 8 10 8 8 6 14 16 16 
17卸売・小売・修理 49 56 77 47 60 38 96 116 115 
18飲食・宿泊業 3 7 8 4 7 5 7 13 13 
19内陸輸送業 25 47 61 22 34 21 47 82 82 
20海上・航空輸送業 16 13 12 24 17 15 40 30 26 
21補助輸送業 14 14 13 15 13 11 29 27 24 
22通 信 4 8 7 4 7 5 8 15 11 
23金融・保険 19 24 30 25 27 22 44 51 52 
24他の営利サービス 16 27 45 19 30 30 34 57 74 
25非営利サービス ゜゜゜゜ ゜゜゜ '0 ゜26合 叫 533 742 9321 570 663 45311104 1404 1385 
入代替が起こっており，需要がかなり漏出したためであると思われる。
輸出の就業者数誘発は，国内最終需要と比べて未だ低い水準にあるが， EC
域内への輸出の誘発数が伸びているのに対して，域外への輸出の誘発数は1989
年以降減少している。 EC域内への輸出が就業者を最も誘発している産業は農
林水産業である。他の最終需要項目はほとんど，農林水産業の就業者誘発数を
減らしているのに対して，唯一EC域内への輸出のみが増加させている， と
26 
スペイン経済のEC域内化（良永） 625 
いう意味で注目に値するであろう。これは主として， 1985年から1989年にかけ
て，域内への農林水産業の輸出が1.89倍にも伸び，他の最終需要項目における
伸びよりも大きかったためである。農林水産業に続くのは， 1980年には繊維・
衣料品における誘発就業者数であったが， 1989年には輸送機械における誘発数
がそれを上回っている。輸送機械産業における就業者は，今や他の最終需要項
目に比較してEC域内への輸出が最も多く誘発している。
最後に表10は，各最終需要が 1単位増加したときに誘発するEC域内からの
輸入単位である。すなわち最終需要が増加すると，その生産のために中間財が
必要となるが，中間財は国内ばかりではなく海外からも輸入される。それが各
最終需要全体を 1としたときにどのくらいであるか，というのが輸入誘発係数
である。固定資本形成とEC域外への輸出で， 1975年から1980年にかけて若干
低下した以外は，産業全体としてのEC域内からの輸入誘発係数はかなり急激
に上昇している。特に大きいのがEC域内への輸出の輸入誘発係数である。こ
れはEC域内へ輸出するためにも， EC域内か・ら輸入しなくてはならないこと
を示している。すなわち， 1989年にスペインが 1単位を域内へ輸出するために
は，域内から産業全体として0.1317単位を輸入しなくてはならない。同様の係
数を1985年のドイツとフランスから計算すると，それぞれ0.1056, 0. 1127であ
ることも考慮すれば，これはかなり高い数値であるということができる。しか
も1975年から一貫して上昇を続けている。産業別には輸送機械，鉄鋼・非鉄金
属，化学製品の順に高い。これはEC域内へ産業全体として 1単位輸出するた
めには，スペインの輸出構造の影響もあり，逆にECから中間財としての輸送
機械部品等を最も多く輸入しなくてはならないことを示している。域外への輸
出に対しても，域外へ全体として 1単位の輸出をするためには，鉄鋼・非鉄金
属，化学製品，輸送機械，海上・航空輸送などの大きさの順に，域内から輸入
をしなくてはならない。
民間消費の域内輸入誘発係数が高い産業は，食料品・飲料，化学製品，繊維
・衣料品などの順であり，また政府消費の域内輸入誘発係数が高い産業は，非
27 
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営利サービス，化学製品，輸送機械の順である。特に後者の非営利サービスの
輸入誘発係数が高く，政府消費のためにも域内から中間投入として輸入しなく
てはならない中間財が増えていることを示している。また固定資本形成の場合
は，建設，輸送機械，鉄鋼・非鉄金属，電気機械の順に誘発係数が高くなって
いる。
以上のように最終需要の域内輸入誘発係数は，最終需要項目によって産業別
の大小には相違があるものの， 1975年以来上昇してきており， EC経済への依
存が高まっていることを示している。表7や表9でみたように，生産や雇用に
おいてもEC域内への輸出が持つ意義が増大してきているが，その輸出のため
の生産においても，域内からの中間財輸入を誘発する割合がこのように増大し
ている。
5. スカイライン分析ー一ー自給自足率の変化ー一
第3節では輸出入構造を検討し，前節ではさらにEC域内への輸出によって
誘発される国内生産額の割合が増えていること，そして逆にEC域内からの輸
入を誘発する割合も増やしていることが分析された。域内への輸出のためにも
域内から輸入しなくてはならないという形での相互依存の高まりは，スペイン
経済のEC域内化を示す一つの徴候とも言えるが，それでは輸出入の増加によ
って自給自足率はどうなったか，本節ではそれを検討してみよう。
ここでの自給自足率の定義は，次のようなレオンチェフのものを用いてい
る。すなわち国内最終需要を，輸入に頼らず国内だけで完全に自給自足すると
想定した際に， 各産業で直接・間接に必要となる国内生産額水準を 100彩とす
る。しかし実際には輸出による生産誘発も加わるので，これが国内最終需要に
よる誘発に対してどの程度の水準になるか（輸出率）を計算し， 100彩に加える。
また実際には輸入によって国内生産は代替されもするので，これも国内最終需
要による誘発に対してどの程度の水準になるか（輸入率）を計算し， 100彩に輸
出水準を加えたものから差し引く必要がある。これが自給自足率の水準であ
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る19)。表11が輸出率．輸入率・自給自足率を計算したものであり，図 1・2は
1985年及び1989年のそれを図にしたもの（スカイライン図）である。
まず表11をみて気づくのは，スペイン経済全体の自給自足率は100%に到達
しておらず， 1985年までは上昇してきたが， EC加盟後は逆に低下しているこ
とである。 そして産業別にみても， 1985年までは製造業でも100%を上回る産
業がいくつかみられたが， 1989年になると 100%を越える製造業は 1つもなく
なってしまっている。 ECに加盟し市場を開放したことが輸入急増を招いてい
るスペイン経済の現状が，このような形で自給自足率にも反映されている。ス
ペインはもともと貿易収支が赤字であり，それを主として外国からの直接投資
や観光収入によって補ってきたが，それも表11には，高いサービス輸出率によ
って海上・航空運輸業の自給自足率がスペインでは最も高い，という形で観光
については一部反映されている。
図1と図 2は，それぞれ1985年と1989年のスカイライン図である。各産業の
棒グラフの頂上は100彩に輸出率を加えたもの，頂上より下の斜線部分が輸入代
替部分で，斜線部分底の横線の高さが自給自足率を表している20)。また各産業
の棒グラフの太さは，国内の生産シェアーを表わしている。スカイライン図形
は，各国の特徴が集約的に表れる図表であり，各国にはそれぞれ独自の図形が
19)この節での輸出率と輸入率は，第3節での定義とは異なり， 自給自足率とともに次の
ように定義される。
ただし，
輸出率釘 =YE;IYFiXlOO(彩）
輸入率 m;=Y M;IYFix 100(%) 
自給自足率 s;=lOO+e;-m;(.96) 
YF=(/-A)一IF;国内最終需要のために直接・間接に必要な生産額
YE=(/-A)一IE;輸出のために直接・間接に必要な生産額
YM:;=(l-A)一IM;輸入によって直接・間接に減少する生産額
(F: 国内最終需要列ベクトル， E:輸出列ベクトル， M:輸入列ベクトル（行
ベクトルを転置）， A:中間投入係数行列，/:単位行列）
20)スカイライン図表とは，このように各産業の自給自足率を横一線に並べると，あたか
も摩天楼のスカイラインに似た光景を示すことから付けられた名前である。
32 
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描かれるが20,製造業で自給自足率が 100形を越える産業がないという点で，
1989年のスペインのスカイラインはユニークである。図 1と図 2を比べても，
1989年にかけては輸入代替部分が大きくなり，
足率が低下していることが読み取れる。
エネルギー産業を除いて自給自
産業別には事務・情報機器の自給自足率が最低であり， これは1975年から続
いている特徴でもある。 1985年にかけて20;lるほど上昇してきたが， 1989年に再
び低下している。 これは， もともとエネルギー産業と並んで輸入率が非常に高
かったが， 1989年にかけては輸出率も低下したためである。電気機械も輸出率
250% 
200% 
150% 
100% 
50% 
????ー ???? ???? ?????????? ???? ?? ? ィッ????? ??????? ? ????? ??? ??? ー?
図1: スペインのスカイライン図 (1985年）
21)日米及びEC主要国の比較は，良永 (1987),良永 (1993)等を参照されたい。なお
最近では久保庭 (1994) が， ソ連崩壊後の栖東ロシアの分祈にこの手法を用いてい
る。
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図2: スペインのスカイライン図 (1989年）
を上回る輸入率の上昇によって， 1985年まで徐々に自給自足率は低下してい
た。ところが1989年には輸入率が47.4形にまで上昇したことによって， 自給自
足率はさらに大きく低下している。輸送機械は， 輸入率を上回る輸出率によ
って， 1985年までは 100%を上回る自給自足率を達成していたが， 1989年には
やはり輸入率の上昇によってとうとう自給自足率は 100%を切ってしまった。
繊維・衣料品やゴム・プラスティック製品，金属製品，鉄鋼・非鉄金属なども
ほぼ同様であり， さらに輸出率の低下が自給自足率の低下に拍車をかけた。
ところで表11及び図 1・2の自給自足率は， EC域外も域内も含めて計算し
たものであるが， それでは対ECに限って計算してみるとどうなるか。 EC加
盟の効果を論ずる上でも，
34 
その情報は重要である。表12は対ECに関してのみ
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自給自足率を計算したものである。経済全体としての自給自足率はやはり100
彩を割っている。 1985年までは上昇していたが， 1989年にかけては4彩ほど低
下している。経済全体の89年にかけての域内外に対する自給自足率の低下は，
直接的には輸出率の低下によるが，域内に対しては輸入率の上昇によるもので
あることも明らかである。
対EC域内で計算すると，対域内外で計算するよりも自給自足率が大幅に改
善されるのが農林水産業，エネルギー産業，事務・情報機器，電気機械，その
他の製造業などである。特に農林水産業は， EC域内に対しては自給自足率が
絶えず100彩を上回っており， 輸出入率とも上昇している。 また事務・情報機
器は，対域内でみると対域内外でみるよりも自給自足率は高くなり， しかも
1975年以来上昇を続けている。対域内でみると，事務・情報機器に代わって自
給自足率が最も低くなるのが一般機械である。一般機械の自給自足率は， 1980
年以降の輸入率の急上昇によって， 1989年には68彩と最低を記録している。事
務・情報機器のように対域内の自給自足率を改善している産業もあるが，ほと
んどの製造業では特に1985年以降低下している。またサービス関係も，運輸や
非営利サービスを除いて，若干ではあるが低下している。
6. むすびにかえて
本稿では産業連関表を利用して， 1975年以降のスペイン経済をEC域内への
輸入依存関係を中心に考察してきた。アウタルキー経済からの脱却が遅れたも
のの，近年急速に発展しつつあると言われるスペインの問題点は，依然として
国際競争力の欠如である22)。80年代後半のEC加盟と世界的好景気，及び92年
市場統合に向けての生産力強化を目指した投資ブーム，そして域内輸入関税ゼ
ロヘ向けての漸進の中で，域内への輸出とともに域内からの輸入も急増した。
22)市場統合後の経済・通貨統合へ向けての流れの中で，城内各国経済の総点検も始まっ
ているが，たとえば Jacquemin,A. (1993)においても， スペイン経済の問題点と
して国際競争力が採り上げられている。
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スペインのEC域内化は，生産や雇用が域内への輸出により依存するようにな
っただけではなく，何よりも一般機械等の資本財や，原材料等の中間財を域内
からの輸入にいっそう依存するようになった過程でもある。逆に域内から輸入
によって，生産した財貨の域内輸出が増加したとも言えるかもしれない。いず
れにしても，多くの産業で輸入代替が進んだ結果として， 80年代後半は自給自
足率の低下がみられた。域内では主要4国に次ぐ経済力とはいうものの，主要
産業部門の自給自足率はあまりにも低すぎる。輸出は確かに国内生産にとって
プラスとして作用するが，逆に輸入は国内生産を代替するためにマイナスとし
て作用する。表13は要因分解法によって， 1985~89年の輸出入構造の変化が，
同時期の就業者数の変化にどのような影響をもたらしたかを分析したものであ
る23)。これをみると，確かにEC域内への輸出の拡大は，就業者の増加に貢献
している。しかし同時に域内からの輸入の拡大もまた，国内生産を代替するこ
とにより，就業者数を減少させる方向に大きく作用していることがわかる。も
ちろん実際には，輸出入全体としてはプラスの影響をもたらし，また国内最終
需要が大幅に増加したためにこの時期雇用も大いに改善されてはいる。しかし
経済成長の割には失業者が多く，失業率も高いといった背景には，ベビーブー
ム世代の労働市場参入や女性の社会進出といった労働供給側の要因24)ばかりで
はなく，このような輸入依存の深化による需要漏出問題も考慮に入れなくては
ならないであろう。
23)域内への輸出の変化の影響は，
石s{l-(l-Mss)Ass戸 (Ea98-Eas') 
域内からの輸入の変化の影響は，
砧{/-(/ー猛，·-恥りAss戸 {(I—万ゴーMal)Fas+Easl 
-{l-(l—刃紅）Ass}→ {(I-"恥）和+Essl]
によって計算した。ただし M=M'十M' で， M• は城内からの輸入率， M'は域外
からの輸入率を表す。また， Iは労働投入係数行列，記号の上のバーは対角行列にし
たもの，下付き数字は当該年度を意味する。
24)楠 (1994)148ページ等を参照されたい。
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表13:輸出入構造の変化 (1985~8吟:.)が産業別就業者数へ与えた影響
（単位： 1000人）
輸 出 輸 入
産 業
EC域内 EC城外 EC城内 EC域外
1農林水産業 142.348 2.143 -95.682 64.291 
2エネルギー産業 -0.663 -5.507 -2.663 48.635 
3鉄鋼・ 非鉄金属 16.725 -16.074 -10.530 -2.200 
4非金属鉱業 14.862 -1. 503 -5.599 1. 661 
5化学製 nロ 14.990 -3.380 -13.891 -0.632 
6金 属 製 IJロIJ 29.353 -13.069 -17.853 -2.631 
7一般機械 15. 791 -1. 432 -12.403 -1. 952 
8事務・情報機器 2.050 -0.419 1. 761 -1. 464 
9電気機械 22.949 1. 892 -15.257 -8.890 
10輸送機械 74.935 3.330 -23.501 -10.388 
11食料品・飲料 10. 763 -4.028 -15.244 -2.388 
12繊維・衣料・皮革 16.760 -14.473 -30.575 -5.789 
13製紙・紙製品 12.762 -1. 987 -19.199 -0.667 
14ゴム・プラスチィック 13.645 2.013 -10.289 -2.595 
15他の製造業 12.591 -1. 575 -8.027 4. 715 
16建 設 5.200 -0.510 -2.447 2.327 
17卸売・小売・修理 45.579 -14.493 -17.371 4.872 
18飲食・宿泊業 4.145 -0.499 -2.661 1. 315 
19内陸輸送業 37.262 -4.456 -10.203 1. 482 
20海上・航空輸送業 3.069 2.453 -0. 542 -0.193 
21補助輸送業 4.105 3.419 -1. 209 1. 344 
22通 信 0.726 -1. 521 -1. 329 0. 716 
23金融・保険 25.589 7.097 -10. 805 -1. 656 
24他の営利サービス 20.150 -0.281 -7.779 6.104 
25非営利サービス 0.000 0.000 0.000 0.000 
26合 計 I545.684 -62.860 -333.294 96.017 
ECに加盟すれば大きな市場を獲得できることは確かである。しかし逆に国
内市場もECに開放しなければならない。国際競争に直にさらされるその時，
技術力，生産効率，教育・研究体制といった諸問題が噴出してくる。 ECに加
盟すれば即経済発展の道が開かれるわけではない。スペインの場合，いつまで
も大幅な貿易赤字を，海外からの直接投資と観光収入に頼って埋め合わせてい
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るわけにはいかない25)。当面は海外からの技術援助や資本導入等によりつつ
も，経済システムを域内の一員として改善し．いつかはテイクオフしなくては
ならない。しかしそのためにはかなり時間がかかる。スペインは今そのような
時点にある。今後加盟することになる北欧・東欧諸国の場合はどうか，スペイ
ンは確かにその先行事例の一つとなるだろう。
最後に本稿の分析に残された問題点を挙げ，別稿の課題としたい。
まず第 1に，スペインはEC加盟と同時に付加価値税(VAT)を導入したが，
導入前後の統計の比較可能性はどうかさらに検討する必要がある。たとえばス
ペインの1989年産業連関表では，控除不能VATが依然としてフローに含まれ
ている。導入前と比較するには，このVATの処理方法で果たして良いかどう
か26)。また今回の分析は，統計資料の問題がありデフレータの作成にまでは至
らなかった。したがって名目価格表に依拠しているが， VATの導入や石油価
格の変動等を考慮するならば，実質価格表による検討も必要になるであろう。
第2に直接投資や現地生産の問題については，改めて検討しなくてはならな
いだろう。スペインでは外資系企業が高い割合を占めているが27)' これらの企
業の生産•投資状況を把握する必要がある。たとえばこれらの企業が，資本財
や中間財等を自国から持ち込んで，現地スペインで労働力のみを調達するノッ
クダウン生産を行なっている場合，確かに生産額や所得，輸出額などは増加す
るであろう。しかしそれは，他産業への波及効果という観点からは，国内生産
25)単位労働費用や物価高騰などにより，外国企業にとってスペインは必ずしも有利な投
資先ではなくなりつつあるというのが戸門 (1994,p. 272)の見解である。また観光
収入への依存にも限界があると思われる。
26) EC統計局の当初はこの方針だったが， 最近では日本で税抜き表と呼ぶ netof al 
VAT方式となっている。因みに日本の1990年表は，免税制度や経過措置といった統
計調査を複雑にする要因に制約され，消費税はネット化できず，分析上は最も問題の
あるグロス表示である。
27)戸門 (1994)によれば， すでに外資系企業は3000社を越えている。詳細は271ページ
を参照されたい。
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の誘発にはあまり繋がらないかもしれない。たとえば自動車などの部品が多岐
にわたる，いわゆる裾野の広い産業の場合は特にそうであろう。安価な労働力
を求めてスペインに進出している家電メーカや， 自動車メーカの場合はどう
か，逆にこれらの企業が調達する原材料や部品メーカは，スペインにどの程度
育っているのか，こうした検討も必要であろう。
第3に，スペインやポルトガルが加盟したことによって，既存のEC諸国に
はどのような影響があったのか。特に資本輸出が増加したフランスやドイツに
とっては，大きな成長要因として働いたはずである。また当初懸念された農産
物問題はどのようになったか。このようなECからみた加盟問題の分析も今後
の課題となろう 28)0 
7. 付論：ポルトガルのスカイライン分析
スペインと同時期にEC加盟したポルトガルの状況はどうか。最後に付論と
して，ポルトガルのスカイライン図表を検討しておこう 29)。日本ではポルトガ
ルの経済事情には関心も薄くほとんど知られていないのが実情であり，スペイ
ンとほぽ同様であろうという先入観も存在している。しかしスカイラインの形
状を比較しただけでも，それほど単純ではないことが明らかとなる30)。
スカイラインの形状は，生産構成や自給自足率の相違を反映して，スペイン
とは大きく異なっている。とりわけポルトガルで最も競争力があり，生産額の
9.2彩も占めている繊維・衣料品の自給自足率は， 1990年には158.7彩にも達し
ている。この点が大いに異なっている。しかもポルトガルの自給自足率は全般
的に，スペインと比べても著しく低い。 1980年には経済全体で73.1彩に過ぎな
28)このような視角からの検討として A.Tovias (1990)がある。
29)ポルトガルの1980年表はEC統計局より公表されているが， 1985年表は公表されてい
ない。 1990年表は本国で作成・公表されたものを，筆者が帰属利子の処理等をEC統
計局表に合わせて加工したが，スペインに合わせた内生25部門表は不可能であった。
30)高地 (1993)は南欧3カ国それぞれの事情の相違を踏まえて， EC加盟の効果を論じ
ている。特に生活水準の向上まで検討している点が興味深い。
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しヽ。 これはエネルギー産業を筆頭に，鉄鋼や化学製品，機械類などにおいて，
輸出率に比べて輸入率が異常に高くなっているためである。特にエネルギー産
業の自給自足率は， 1980年には19.5形に過ぎなかったし，鉄鋼は35.5%,化学
製品は50.8形， 一般機械は59.89, る， といった具合であった。それが1990年には
経済全体として10形以上上昇し， 自給自足率は84.7形に達している。 とりわけ
国内生産額の5.7形を占めるエネルギー産業で， 輸入率の低下により自給自足
率が大幅に上昇した。また非金属鉱業も輸出率が大幅に上昇し， 自給自足率は
100%を上回った。 繊維・衣料品や木材製品なども， もともと高い自給自足率
をさらに上昇させている。 しかしスペインと同様に経済の開放化に伴って， こ
れらの産業においても輸入代替部分（図の斜線部分）は大きくなっており， また
250% 
200% 
150% 
100% 
50% 
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図3: ボルトガルのスカイライン図 (1980年）
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図4: ボルトガルのスカイライン図 (1990年）
自給自足率を下げた産業も多い。特に生産額の 3.8彩占める金属・一般機械は
59.8%から 46.9%へ， また生産額の2.3形を占める輸送機械は64.4形から50.0
形へと自給自足率を大きく低下させている。 生産額の9.7彩も占める食料品・
飲料も，輸出率の低下と輸入率の上昇によって， 自給自足率を96.6%から90.2
彩に下げている。
因となっている。
このあたりがスペインに比べても自給自足率が著しく低い原
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